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令和５年度（令和６年１月１日現在）1,172,349人）を使用しています。 2
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Ⅰ 統一的な基準による地方公会計

１ 財務書類について
県の決算は、歳入歳出決算書としてまとめられますが、その会計処理は、現金の収支を基準とする、いわゆる「現金主義」になっています。
一方、財務書類は、企業会計等において用いられる「発生主義」によって、統一的な基準により勘定科目を仕訳し、固定資産台帳の整備によ

り実態に即した資産価値を把握することにより、減価償却費など現金主義では見えにくいコストを把握したり、資産と負債の総体を一覧的に把
握したりすることが可能になるなどの効果があります。
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貸借対照表
（ＢＳ）

県が行政サービスを提供するために保有している財産（資産）の規模と、その資産の形成をどのような財源（負債・純資産）で賄っ
てきたかを対照して表します。

＜資産＞ 道路、学校など使用する事業用・インフラの各資産、 未利用県有地など売却可能な資産、現金預金等
＜負債＞ 地方債、将来支払うべき職員退職手当等の負担
＜純資産＞ 税収、国補助金、これまでに収納した県税等

行政コスト計算書
（ＰＬ）

１年間の県の行政活動における、資産形成を伴わない行政活動に要した経費とこれに対する収益の差額（行政コスト）を表します。

＜純経常行政コスト＞ 人件費、物件費等（維持補修費や減価償却費を含む。）、移転費用（補助金等）といった経常的に
発生する費用とこれに対する収益の差

＜純行政コスト＞ 純経常行政コストに、災害復旧事業費等の臨時的に発生する費用（損失）とこれに対する収益（利益）
の差を加えた収益の差

純資産変動計算書
（ＮＷ） 貸借対照表の純資産（資産と負債の差）の部に計上されている各項目が、１年間にどのように変動したかを表します。

資金収支計算書
（ＣＦ）

県の行政活動に伴う、１年間の現金等の資金の流れを性質の異なる３つの活動に分けて表示します。

＜業務活動収支＞ 日常の行政活動による資金の収支
＜投資活動収支＞ 公共事業等の投資的な活動に伴う資金の収支
＜財務活動収支＞ 地方債の償還による資金の出入りの状況

２ 県のこれまでの取組状況
H18 国が「地方公共団体における行政改革のさらなる推進のための指針」を策定の上、地方団体に対し財務書類の作成を指示

H21 財務書類の作成を開始（平成20年度決算分～）

H26 国が「統一的な基準」を策定の上、統一的な基準による財務書類等の作成を地方団体に対し要請

H29 「統一的な基準」による財務書類等の作成を開始（平成28年度決算分～）
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資産 負債
24,496 14,471

うち
現金
預金
547 純資産

10,024

前年度末残高
544

業務活動収支
520

投資活動収支財源
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純行政コスト
9,901
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財務活動収支

▲ 355
本年度末残高
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本年度末歳計外現金

前年度末残高

臨時利益
14

純行政コスト
▲ 5,391 10,024

本年度末現在高
▲ 72

固定資産等の変動

経常費用
5,529

経常収益
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臨時損失
52 5,587

貸借対照表
行政コスト

計 算 書

純 資 産

変動計算書
資 金 収 支

計 算 書

Ⅰ 統一的な基準による地方公会計

３ 「統一的な基準」による財務書類の構成について
「統一的な基準」による財務書類は、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書及び資金収支計算書の４表のほか、これらの

財務書類に関連する事項に係る注記と附属明細書により構成されます。

４表相互の関係は、次のとおりです。（金額は令和５年度決算ベース（単位:億円））
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※ 表示単位未満で四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。
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（単位：億円）
令和５年度 令和４年度 増減

a b a-b
固定負債 13,481 13,820 ▲ 339

１　地方債 11,970 12,319 ▲ 349
　（うち臨時財政対策債） 4,271 4,566 ▲ 295
２　長期未払金 0 0 0
３　退職手当引当金 1,509 1,498 11
４　損失補償等引当金 0 1 ▲ 1
５　その他 2 2 0

流動負債 990 979 11
１　１年以内償還予定地方債 833 829 4
　（うち臨時財政対策債） 297 312 ▲ 15
２　預り金等 28 24 4
３　賞与等引当金 129 126 3

　合計 14,471 14,800 ▲ 329
10,024 9,901 123
24,496 24,701 ▲ 205

【

負
債
の
部
】

【純資産の部】合計
負債及び純資産合計

勘定科目

（単位：千円）
令和５年度 令和４年度 増減 令和５年度 令和４年度 増減

a b a-b a b a-b
固定資産 2,014 2,001 13 固定負債 1,150 1,162 ▲ 12

１　有形固定資産 1,720 1,713 7 １　地方債 1,021 1,035 ▲ 14
２　無形固定資産 1 1 0 129 126 3
３　投資その他資産 293 288 5 ３　その他 0 0 ▲ 0

流動資産 76 75 1 流動負債 84 82 2
１　現金預金 47 48 ▲ 1 71 70 1
２　貸付金等 2 2 0 ２　預り金等・引当金 13 13 0
３　基金 27 26 1 1,234 1,244 ▲ 10

2,089 2,076 13 855 832 23
2,089 2,076 13負債及び純資産合計

１　１年以内償還予定地方債

２　長期未払金・引当金

【

負
債
の
部
】

勘定科目

【

資
産
の
部
】

勘定科目

合計
合計

【純資産の部】合計

Ⅱ 令和５年度の財務書類
１ 一般会計等財務書類

（１） 貸借対照表
○ 令和５年度末時点の資産は２兆4,496億円で、その内訳は、道路、河川、港湾等の固定資産が２兆3,607億円、現金預金、基金等の流動資

産が889億円となっています。
○ 固定資産の内訳としては、庁公舎、学校等の事業用資産及び道路、河川、港湾等のインフラ資産等の有形固定資産が2兆168億円、業務用

のシステム等の無形固定資産が６億円、有価証券・出資金等の投資その他の資産が3,432億円となっています。
○ 資産は、前年度末と比較して205億円減少しています。その主な要因は、道路や漁港・港湾など公共工作物の減価償却が進んだことによる

有形固定資産中のインフラ資産の減少（▲114億円）などによるものです。
○ 一方、負債は約１兆4,471億円で、その大半を地方債1兆2,803億円（地方債及び１年内償還予定地方債）が占めています。
○ 負債については、地方債（地方債及び１年内償還予定地方債）の減少（▲345億円）により、前年度末から329億円減少しています。
○ 資産から負債を差し引いた純資産額は１兆24億円で、前年度末と比較して123億円の増加となっています。
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[県民1人当たりの貸借対照表]

減価償却が進んだこと等により、資産総額は減少していますが、

人口の減少により、県民１人当たりの資産額は増加しています。

令和５年度 令和４年度 増減
a b a-b

固定資産 23,607 23,810 ▲ 203
１　有形固定資産 20,168 20,381 ▲ 213
　(1)事業用資産 9,279 9,287 ▲ 8

　減価償却累計額 ▲ 3,746 ▲ 3,660 ▲ 86
　(2)インフラ資産 25,413 25,037 376

　減価償却累計額 ▲ 10,836 ▲ 10,346 ▲ 490
　(3)物品 434 430 4

　減価償却累計額 ▲ 375 ▲ 367 ▲ 8
２　無形固定資産 6 6 0
３　投資その他資産 3,432 3,424 8

流動資産 889 891 ▲ 2
１　現金預金 547 566 ▲ 19
２　未収金 19 14 5
３　短期貸付金等 3 4 ▲ 1
４　基金 320 307 13

　合計 24,496 24,701 ▲ 205

【

資
産
の
部
】

勘定科目
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（単位：億円）
令和５年度 令和４年度 増減

a b a-b
経常費用 5,529 5,858 ▲ 329
１　業務費用 3,156 3,403 ▲ 247
(1)人件費 1,669 1,720 ▲ 51

職員給与費等 1,311 1,418 ▲ 107
賞与等引当金繰入額 129 126 3
退職手当引当金繰入額 184 132 52
その他 45 45 0

(2)物件費等 1,369 1,557 ▲ 188
物件費 595 712 ▲ 117
維持補修費 172 259 ▲ 87
減価償却費 602 586 16

(3)その他の業務費用 118 125 ▲ 7
支払利息等 66 79 ▲ 13
徴収不能引当金繰入額 1 1 0
その他 52 45 7

２　移転費用 2,373 2,456 ▲ 83
(1)補助金等 2,163 2,238 ▲ 75
(2)社会保障給付 138 144 ▲ 6
(3)他会計への繰出金 69 70 ▲ 1
(4)その他 2 4 ▲ 2
経常収益 176 188 ▲ 12
１　使用料及び手数料 70 74 ▲ 4
２　その他 106 114 ▲ 8

▲ 5,353 ▲ 5,670 317
臨時損失 52 110 ▲ 58

１　災害復旧事業費 50 86 ▲ 36
２　資産除売却損 6 18 ▲ 12
３　損失補償等引当金繰入額 0 6 ▲ 6
４　その他 ▲ 5 1 ▲ 6

臨時利益 14 12 2
１　資産売却益 8 7 1
２　その他 6 5 1

▲ 5,391 ▲ 5,768 377

計

純
経
常
行
政
コ
ス
ト

勘定科目

純行政コスト

Ⅱ 令和５年度の財務書類
１ 一般会計等財務書類

（２） 行政コスト計算書
○ 令和５年度における県の経常的な行政サービス提供に係る費用は5,529億円、経常収益は176億円であり、純経常行政コストは5,353億円

となりました。

○ これに臨時的な損失と利益を差し引いた純行政コストは5,391億円となりました。
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（単位：千円）
令和５年度 令和４年度 増減

a b a-b
経常費用 472 492 ▲ 20
　１　業務費用 269 286 ▲ 17

(1)人件費 142 145 ▲ 3
(2)物件費等 117 131 ▲ 14
(3)その他の業務費用 10 11 ▲ 1

　２　移転費用 202 206 ▲ 4
経常収益 15 16 ▲ 1
　１　使用料及び手数料 6 6 ▲ 0
　２　その他 9 10 ▲ 1

▲ 457 ▲ 477 20
臨時損失 4 9 ▲ 5
臨時利益 1 1 ▲ 0

▲ 460 ▲ 485 25

計

勘定科目

純
経
常
行
政
コ
ス
ト

純行政コスト

[県民1人当たりの損益計算書]

経常費用のうち、補助金等や物件費等の総額が減少したこと等の理由により、

県民１人当たりの純行政コストは減少しています。
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Ⅱ 令和５年度の財務書類
１ 一般会計等財務書類

（３） 純資産変動計算書
○ 国県等補助金や税収等（県税、地方交付税、地方譲与税等）が426億円減少

し5,587億円、純行政コストが377億円減少し5,391億円となったことなどに
より、純資産残高は前年度から123億円増加し、１兆24億円となっています。
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（４） 資金収支計算書
○ 令和５年度は、業務活動収支は520億円のプラスとなっています。
○ 一方、投資活動収支は180億円、財務活動収支は355億円のマイナスとなっており、これらを合わせた結果、資金残高は前年度末より

は15億円のマイナスとなっています。

（単位：億円）
令和５年度 令和４年度 増減

a b a-b
前年度末純資産残高 9,901 9,658 243

純行政コスト ▲ 5,391 ▲ 5,768 377
財源 5,587 6,013 ▲ 426

税収等 4,333 4,313 20
国県等補助金 1,254 1,700 ▲ 446

本年度差額 195 244 ▲ 49
資産評価差額 ▲ 33 11 ▲ 44
無償所管換等 ▲ 30 ▲ 12 ▲ 18
その他 ▲ 9 0 ▲ 9

本年度純資産変動額 123 243 ▲ 120
本年度末純資産残高 10,024 9,901 123

勘定科目

（単位：億円）
令和５年度 令和４年度 増減

a b a-b
投資活動支出 1,754 1,955 ▲ 201

１　公共施設等整備支出 425 533 ▲ 108
２　基金積立金支出 254 312 ▲ 58
３　貸付金支出等 1,075 1,110 ▲ 35

投資活動収入 1,573 1,782 ▲ 209
１　国県等補助金収入 278 390 ▲ 112
２　基金取崩収入 202 263 ▲ 61
３　貸付金元金回収収入 1,072 175 897
４　資産売却等収入 22 954 ▲ 932

▲ 180 ▲ 174 ▲ 6
財務活動支出 1,619 1,493 126

１　地方債償還支出 1,617 1,491 126
２　その他の支出 2 3 ▲ 1

財務活動収入 1,265 1,206 59
１　地方債発行収入 1,263 1,204 59
２　その他 2 2 0

▲ 355 ▲ 288 ▲ 67
▲ 15 ▲ 49 34

544 593 ▲ 49
529 544 ▲ 15

【

投
資
活
動
収
支
】

【

財
務

活
動

収
支
】

本年度資金収支額

勘定科目

前年度末資金残高
本年度末資金残高

令和５年度 令和４年度 増減
a b a-b

業務支出 4,910 5,311 ▲ 401
１　業務費用支出 2,537 2,855 ▲ 318
(1)人件費支出 1,655 1,762 ▲ 107
(2)物件費支出 767 971 ▲ 204
(3)支払利息支出 66 79 ▲ 13
(4)その他の支出 50 43 7

２　移転費用支出 2,373 2,456 ▲ 83
(1)補助金等支出 2,163 2,238 ▲ 75
(2)社会保障給付支出 138 144 ▲ 6
(3)他会計への繰出支出 69 70 ▲ 1
(4)その他の支出 2 4 ▲ 2

業務収入 5,449 5,751 ▲ 302
１　税収等収入 4,333 4,312 21
２　国県等補助金収入 950 1,247 ▲ 297
３　使用料及び手数料収入 70 74 ▲ 4
４　その他の収入 96 119 ▲ 23

臨時支出 54 95 ▲ 41
臨時収入 36 67 ▲ 31

520 412 108

勘定科目

【

業
務
活
動
収
支
】
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Ⅱ 令和５年度の財務書類
２ 全体・連結会計等財務書類

全体財務書類及び連結財務書類の対象範囲は、下表のとおりです。
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連結財務書類（広義の）行政サービス実施主体

一般会計等財務書類

一般会計

母子父子寡婦福祉資金特別会計

中小企業振興資金特別会計

証紙収入整理特別会計

沿岸漁業改善資金特別会計

土地先行取得事業特別会計

林業・木材産業資金特別会計

公債管理特別会計

全体会計財務書類

県立病院等事業会計

電気事業会計

工業用水道事業会計

流域下水道事業会計

港湾整備事業特別会計

国民健康保険特別会計

（比例連結比率、％）
一部事務組合 岩手県競馬組合 55.0

公立大学法人岩手県立大学 100.0
地方独立行政法人岩手工業技術センター 100.0

地方三公社 岩手県土地開発公社 100.0
公益財団法人さんりく基金 100.0
三陸鉄道株式会社 47.1
アイジーアールいわて銀河鉄道株式会社 100.0
公益財団法人岩手県国際交流協会 100.0
公益財団法人岩手県文化振興事業団 100.0
公益財団法人岩手県スポーツ振興事業団 100.0
一般財団法人クリーンいわて事業団 32.4
公益財団法人いわてリハビリテーションセンター 33.3
公益財団法人愛の健康づくり財団 33.4
社会福祉法人岩手県社会福祉事業団 100.0
公益財団法人いきいき岩手支援財団 100.0
公益財団法人いわて産業振興センター 100.0
岩手県オイルターミナル株式会社 100.0
岩手県信用保証協会 100.0
株式会社いわてソフトウェアセンター 100.0
岩手県産株式会社 45.8
公益財団法人岩手県観光協会 100.0
公益財団法人岩手県ふるさと岩手定住財団 100.0
公益社団法人岩手県農畜産物価格安定基金協会 48.1
公益社団法人岩手県農業公社 100.0
公益財団法人岩手生物工学研究センター 100.0
公益社団法人岩手県農産物改良種苗センター 40.0
一般社団法人岩手県畜産協会 100.0
公益財団法人岩手県林業労働対策基金 100.0
一般社団法人岩手県栽培漁業協会 39.7
公益財団法人漁業担い手育成基金 49.0
公益財団法人岩手県土木技術振興協会 100.0
公益財団法人岩手県下水道公社 100.0
岩手県空港ターミナルビル株式会社 29.4
公益財団法人岩手県育英奨学会 100.0
公益財団法人岩手県暴力団追放推進センター 100.0

地方独立行政法人

第三セクター等



Iwate Prefecture

（単位：億円）

固定負債 13,481 15,355 15,581
１　地方債 11,970 12,970 13,107
　（うち臨時財政対策債） 4,271 4,271 4,271
２　長期未払金 0 0 0
３　退職手当引当金 1,509 1,815 1,848
４　損失補償等引当金 0 0 1
５　その他 2 570 625

流動負債 990 1,301 1,483
１　１年以内償還予定地方債 833 970 1,010
　（うち臨時財政対策債） 297 297 297
２　未払金等 28 169 308
３　賞与等引当金 129 162 165

　合計 14,471 16,656 17,063
10,024 11,599 12,300
24,496 28,255 29,364

一般会計等 全体会計 連結会計勘定科目

【

負
債
の
部
】

【純資産の部】合計
負債及び純資産合計

Ⅱ 令和５年度の財務書類
２ 全体・連結会計等財務書類

（１） 貸借対照表
全体
○ 資産は２兆8,255億円で、その内訳は、固定資産が２兆6,868億円、流動資産が1,387億円となっています。一般会計等に係る資産と比

べると1.15倍となっています。
○ 固定資産の内訳としては、事業用資産及びインフラ資産等の有形固定資産が2兆3,260億円、無形固定資産が47億円、投資その他の資産

が3,560億円となっています。
○ 一方、負債は約１兆6,656億円で、その大半を地方債1兆3,940億円（地方債及び１年内償還予定地方債）が占めています。一般会計等に

係る負債と比べると1.15倍となっています。
○ 資産から負債を差し引いた純資産額は１兆1,599億円となっています。一般会計等に係る純資産と比べると1.16倍となっています。
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連結
○ 資産は２兆9,364億円で、その内訳は、固定資産が２兆7,703億円、流動資産が1,660億円となっています。一般会計等に係る資産と比

べると1.20倍となっています。
○ 固定資産の内訳としては、事業用資産及びインフラ資産等の有形固定資産が2兆3,773億円、無形固定資産が48億円、投資その他の資産

が3,881億円となっています。
○ 一方、負債は約１兆7,063億円で、その大半を地方債1兆4,117億円（地方債及び１年内償還予定地方債）が占めています。一般会計等に

係る負債と比べると1.18倍となっています。
○ 資産から負債を差し引いた純資産額は1兆2,300億円となっています。一般会計等に係る純資産と比べると1.23倍となっています。

固定資産 23,607 26,868 27,703
１　有形固定資産 20,168 23,260 23,773
　(1)事業用資産 9,279 11,176 11,962

　減価償却累計額 ▲ 3,746 ▲ 4,221 ▲ 4,640
　(2)インフラ資産 25,413 26,844 26,955

　減価償却累計額 ▲ 10,836 ▲ 11,329 ▲ 11,329
　(3)物品 434 1,955 2,052

　減価償却累計額 ▲ 375 ▲ 1,165 ▲ 1,227
２　無形固定資産 6 47 48
３　投資その他資産 3,432 3,560 3,881

流動資産 889 1,387 1,660
１　現金預金 547 694 855
２　未収金 19 220 267
３　短期貸付金等 3 153 208
４　基金 320 320 330

　合計 24,496 28,255 29,364

一般会計等 全体会計 連結会計勘定科目

【

資
産
の
部
】



Iwate Prefecture

（単位：億円）

経常費用 5,529 7,566 8,256
１　業務費用 3,156 4,466 5,212
(1)人件費 1,669 2,304 2,434

職員給与費等 1,311 1,904 2,009
賞与等引当金繰入額 129 169 172
退職手当引当金繰入額 184 185 188
その他 45 46 64

(2)物件費等 1,369 2,021 2,301
物件費 595 1,073 1,313
維持補修費 172 193 220
減価償却費 602 755 768

(3)その他の業務費用 118 142 478
支払利息等 66 79 79
徴収不能引当金繰入額 1 1 4
その他 52 62 395

２　移転費用 2,373 3,100 3,044
(1)補助金等 2,163 2,959 2,903
(2)社会保障給付 138 138 138
(3)他会計への繰出金 69
(4)その他 2 3 3
経常収益 176 1,224 1,905
１　使用料及び手数料 70 1,079 1,118
２　その他 106 145 787

▲ 5,353 ▲ 6,342 ▲ 6,351
臨時損失 52 114 142

１　災害復旧事業費 50 50 50
２　資産除売却損 6 11 12
３　損失補償等引当金繰入額 0 0 0
４　その他 ▲ 5 53 80

臨時利益 14 15 43
１　資産売却益 8 9 9
２　その他 6 6 34

▲ 5,391 ▲ 6,441 ▲ 6,451純行政コスト

一般会計等 全体会計 連結会計勘定科目

純
経
常
行
政
コ
ス
ト

計

Ⅱ 令和５年度の財務書類
２ 全体・連結会計等財務書類

（２） 行政コスト計算書
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全体
○ 経常的な行政サービス提供に係る費用は7,566億円、経常

収益は1,224億円であり、純経常行政コストは6,342億円と
なっています。一般会計等に係る純経常行政コストと比べる
と1.18倍となっています。

○ 純行政コストは6,441億円となっています。一般会計等に
係る純行政コストと比べると1.19倍となっています。

連結
○ 経常的な行政サービス提供に係る費用は8,256億円、経常

収益は1,905億円であり、純経常行政コストは6,351億円と
なっています。一般会計等に係る純経常行政コストと比べる
と1.19倍となっています。

○ 純行政コストは6,451億円となっています。一般会計等に
係る純行政コストと比べると1.20倍となっています。



Iwate Prefecture

（単位：億円）

業務支出 4,910 6,831
１　業務費用支出 2,537 3,732
(1)人件費支出 1,655 2,282
(2)物件費支出 767 1,263
(3)支払利息支出 66 79
(4)その他の支出 50 109

２　移転費用支出 2,373 3,100
(1)補助金等支出 2,163 2,959
(2)社会保障給付支出 138 138
(3)他会計への繰出支出 69 2
(4)その他の支出 2 0

業務収入 5,449 7,487
１　税収等収入 4,333 5,195
２　国県等補助金収入 950 1,221
３　使用料及び手数料収入 70 897
４　その他の収入 96 173

臨時支出 54 56
臨時収入 36 36

520 635

一般会計等 全体会計勘定科目

【

業
務
活
動
収
支
】

Ⅱ 令和５年度の財務書類
２ 全体・連結会計等財務書類

（３） 純資産変動計算書
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（４） 資金収支計算書

全体
○ 令和５年度末の純資産残高は、前年度末の１兆1,500億円から100億円増の１兆

1,599億円となっています。一般会計等に係る純資産残高と比べると1.16倍となっ
ています。

連結
〇 令和5年度末の純資産残高は、前年度末の１兆2,206億円から94億円増の１兆

2,300億円となっています。一般会計等にかかる純資産残高と比べると1.23倍と
なっています。

全体
○ 令和５年度の業務活動収支は635億円のプラスとなっています。
○ 一方、投資活動収支は315億円、財務活動収支は378億円のマイナスとなっており、これらを合わせた結果は58億円のマイナスとなって

います。
※ 連結会計分については、作成を省略しています。

（単位：億円）

前年度末純資産残高 9,901 11,500 12,206
純行政コスト ▲ 5,391 ▲ 6,441 ▲ 6,451
財源 5,587 6,648 6,658

税収等 4,333 5,094 5,098
国県等補助金 1,254 1,554 1,560

本年度差額 195 206 208
資産評価差額 ▲ 33 ▲ 21 ▲ 31
無償所管換等 ▲ 30 ▲ 30 ▲ 30
その他 ▲ 9 ▲ 56 ▲ 53

本年度純資産変動額 123 100 94
本年度末純資産残高 10,024 11,599 12,300

勘定科目 一般会計等 全体会計 連結会計

投資活動支出 1,754 1,815
１　公共施設等整備支出 425 544
２　基金積立金支出 254 264
３　貸付金支出等 1,075 1,007

投資活動収入 1,573 1,500
１　国県等補助金収入 278 293
２　基金取崩収入 202 218
３　貸付金元金回収収入 1,072 951
４　資産売却等収入 22 38

▲ 180 ▲ 315
財務活動支出 1,619 1,764

１　地方債償還支出 1,617 1,762
２　その他の支出 2 2

財務活動収入 1,265 1,386
１　地方債発行収入 1,263 1,351
２　その他 2 35

▲ 355 ▲ 378
▲ 15 ▲ 58

544 735
529 677

一般会計等 全体会計勘定科目

【

投
資
活
動
収
支
】

【

財

務
活

動

収
支
】

本年度資金収支額
前年度末資金残高

本年度末資金残高



Iwate Prefecture

Ⅲ その他

１ 財務書類から得られる財政指標の分析について
財務書類から得られた情報を基に、経年比較や類似団体間の比較・分析等を行い、公共施設等の適正管理や予算編成等に一層活用するた

め、本県では、総務省が実施する調査を踏まえ、類似団体（財政力指数が近い団体（財政力指数が0.300以上0.400未満の14団体））と
の比較を以下のとおり行っています（一般会計等ベース）。

※ 令和５年度の類似団体平均値（総務省調査に基づく）については、令和７年10月頃公表予定です。

資産形成度

県民１人当たり資産額（万円）:資産額を住民基本台帳人口で除して県民１人当たり資産額を算出。

【計算式】資産の部合計÷住民基本台帳人口

有形固定資産減価償却率（％）:有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を算出。
耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているか全体として把握することができる。

【計算式】減価償却累計額÷（有形固定資産－土地等の非償却資産＋減価償却累計額）

12



Iwate Prefecture

Ⅲ その他
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世代間公平

純資産比率（％）:純資産額を資産額で除して純資産比率を算出。
資産形成における将来世代と親世代までの負担のバランスが適切に保たれているか把
握することができる。

【計算式】純資産の部合計÷資産の部合計

将来世代負担比率（％）:社会資本等について将来の償還等が必要になる負債による形成割合を算出。
社会資本形成に係る将来世代の負担の比重を把握することができる。

【計算式】地方債残高÷（有形固定資産＋無形固定資産）



Iwate Prefecture

Ⅲ その他
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持続可能性

県民１人当たり負債額（万円）:負債額を住民基本台帳人口で除して県民１人当たり負債額を算出。

【計算式】負債の部合計÷住民基本台帳人口

基礎的財政収支（百万円）:資金収支計算上の業務活動収支及び投資活動収支の合算額を算出。
地方債等の元利償還金額を除いた歳出と、地方債等発行収入を除いた歳入の

バランスを示す指標となり、 当該バランスが均衡している場合には、経済成
⾧率が⾧期金利を下回らない限り経済規模に対する地方債等の比重は増加せ
ず、持続可能な財政運営であるといえる。

【計算式】業務活動収支＋投資活動収支

※１ 支払利息支出を除く。

※２ 基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。



Iwate Prefecture

Ⅲ その他
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効率性

県民１人当たり行政コスト（万円）:行政コスト計算書の純行政コストを住民基本台帳人口で除して県民１人当たり行政コストを算出。

【計算式】純行政コスト÷住民基本台帳人口

受益者負担比率（％）:行政コスト計算書の経常収支を経常費用で除して行政サービスの提供に対する受益者負担の割合を算出。

【計算式】経常収益÷経常費用

自立性



Iwate Prefecture

Ⅲ その他

２ 財務書類の活用について
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➢ 岩手県公共施設等総合管理計画策定に向けた施設別の収支分析や、財政力が近い団体との経年比較分析等を実施しています。

➢ 今後も、国における研究会の議論や他県の事例等も参考にしながら、財務書類の更なる活用拡大を検討していきます。

お問い合わせ先

岩手県 総務部 財政課

〒020-8570 盛岡市内丸10-1
TEL 019-629-5094
FAX 019-629-5114
県HP https://www.pref.iwate.jp/


